■【簡易版】施工計画書作成要領の一例　（請負額250万円未満）
施工計画書は、共通仕様書１－１－１－４で「受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施工計画書を監督職員に提出しなければならない。」と規定しており、請負額２５０万円未満の工事において提出を求める場合には、次の事項について記載することとする。

1） 工事概要
2） 計画工程表（実作業開始終了表）
３）安全管理
４）緊急時の体制および対応
５）その他
（１）施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合には、その都度、変更に関連するものについて、変更計画書を提出する。

（２）監督職員が指示した事項については、受注者は、さらに詳細な施工計画書を提出する。

　　施工計画書を作成するに当たっては、下記の記載様式および作成例を標準とする。

【１】記載様式　〔様式－７３〕

	所長
	次長
	課長
	GL
	監督職員

	
	
	
	
	
	


平成　　年　　月　　日
　　　　　監督職員　様
住　所　　　　○○市○○町○番地○

受注者　　　　○○○建設株式会社　　　印

代表者名　　　社　長　○○　○○

現場代理人　　○○　○○　　　　　　　印

施　工　計　画　書
　下記工事の施工計画書を福井県土木工事共通仕様書第１編１－１－１－４に基づき提出します。
記

１　工　事　名　　　
２　路線河川名　　　
３　施工地係

４　 eq \o\ad(契約工期,　　　　　)　　　

　　主任技術者
５　　または　　　　　
　　監理技術者

６　若手担当技術者※
（注）１．施工計画書はＡ４版とする。

２．土木工事共通仕様書の条項および特記仕様書に基づき、工事の施工計画書を現場代理人から工事発注者の監督職員に提出するものとする。

３．監督職員は、主任技術者から説明を聞くこととする。
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　　　　受注者が作成する施工計画書の記載内容例および留意点を以下に示す。

１　工事概要

工事概要については下記の例示内容程度を、また工事内容については工事費内訳書の工種、種別、数量等を転記する。この場合工種が一式表示であるものおよび主要工種以外については、工種のみの記載でもよい。

【作成例１－１】工事概要〔様式－７４〕

工事名　　○○工事

河川名（または路線名）　一級河川○○川（または一般国道○○号）

工事場所　○○市○○地係　Ｎｏ．○○～Ｎｏ．○○

　　　　　　　　　　　　　Ｌ＝○○ｍ

請負金額　○○○○○○円

工　期　　着工　平成○○年○○月○○日

　　　　　竣工　平成○○年○○月○○日

工事内容　（設計図書の工事概要に記載されているものを記入）

【作成例１－２】工事設計内容（工事費内訳書）〔様式－７５〕

	工事区分
	工　　種
	種　　別
	細　　別
	単位
	数　　量
	摘　　　要

	道路改良
	土 工
	
	
	式
	１
	

	
	基礎工
	既製杭工
	鋼管杭打設
	本
	２３
	

	
	擁壁工
	１号擁壁工
	
	ｍ
	４０
	

	
	
	２号擁壁工
	
	ｍ
	２５
	

	
	路盤工
	下層路盤工
	
	ｍ２
	７００
	

	
	
	上層路盤工
	
	ｍ２
	７００
	

	
	舗装工
	表層工
	
	ｍ２
	７００
	

	
	仮設工
	
	
	式
	１
	


※設計図書の工事費内訳書の写しでよい。

２　計画工程表（実作業開始終了表）
　　　計画工程表は、工事種類、規模等に応じて、各種別について作業の初めと終わりが分かり
　　工程管理が適切に行えるようネットワーク式、横線式等の作成様式から選定し、作成する。
　　　実作業開始終了表は、各種別について作業の初めと終わりが分かるよう、作業月日を明記
　　の上、横線式の作成様式で作成する。（作業開始日の一週間前までに監督員に報告する）
【留意点】
1） 気象、特に降雨、気温等によって施工に影響の大きい工種については、過去のデータ等
　を十分調査し、工程計画に反映させておく必要がある。
2） 各工種毎の工期設定が施工量や施工時期を考え、適正に設定されているか整理する。
【作成例２－１】実作業開始終了表（横線式）〔様式－７６〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新、元・・・黒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更　・・・赤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実績　・・・青
	項目
	単位
	数　量
	〇月
	〇月
	〇月
	〇月

	工種
	種別
	
	
	10  20
	10  20
	10  20
	10  20

	除草工
	道路除草
	m2
	〇〇
	
15開始
	
	23終了
	

	
	除草剤散布
	m
	〇〇
	
     22
	
   13
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


３　安全管理
安全管理に必要なそれぞれの責任者や組織づくり、安全管理についての活動方針について記載する。また、事故発生時における関係機関や被災者宅等への連絡方法や救急病院等についても記述する。記載が必要な項目は次のとおり。
なお、建設工事事故対策マニュアル（福井県土木部）に基づき、急激な気象変化により、基本的な対策の実施では事故の危険性および被害の拡大が想定される建設現場（具体的な現場としては、雨水が流入する可能性がある下水道管渠内や小規模な河川など急激な増水のおそれがある工事や土石流の到達するおそれのある現場での工事などが考えられる。）では、平時からの教育、研修、訓練を通じ、全作業員へ危機意識を徹底させるとともに、突発的かつ急激な気象変化へ迅速かつ適切に対応できるよう安全管理の徹底を図るための体制について、別途具体的な記述を行うこと。
１）工事安全管理対策

①安全管理組織（安全協議会の組織等も含む）

②危険物を使用する場合は、保管および取り扱いについて

③その他必要事項

２）第三者施設安全管理対策

家屋、商店、鉄道、ガス、電気、電話、水道等の第三者施設と近接して工事を行う場合の対策（工事現場における架空線等上空施設等で、事前の現地調査の結果がある場合は、その結果（種類、位置等） について記載する。）

３）工事安全教育および訓練についての活動計画

毎月行う安全教育・訓練の内容等、安全管理活動として実施予定のものについて参加予定者、開催頻度等を集約した安全管理表の作成〔別添様式〕
４）工事作業所災害防止協議会兼施工体系図〔様式－７〕を作成する。
　　
【留意点】

１）安全管理組織において、現場パトロールの体制や保安要員の明記が必要。（組織と活動）

２）関係法令、指針を参考に記述する。
３）工事作業所災害防止協議会兼施工体系図は、事業場の規模等に応じ適宜修正して作成する。

４）作業主任者の配置が必要な作業については、作業名および作業主任者の氏名等を記述する。

※ 参考　主な法令等は以下のとおり
・労働安全衛生法　　　　　　　
・土木工事安全施工技術指針
・建設機械施工安全技術指針　　
・建設工事公衆災害防止対策要綱（ 土木工事編）
・建設機械施工安全マニュアル
　　５）安全教育および訓練等の書類（安全・訓練等実施状況資料、新規入場教育、安全パトロール、KY・TBM活動、日常点検、機械点検）については、適宜提示できるよう保管・管理する。
【作成例３－１】安全教育・訓練計画

	月
	主な作業内容
	使用予定量

	1月
	準備工、仮設工
	・当該工事内容等の周知徹底
・避難訓練および担架の使用方法

	2月
	○○工
	・作業手順の周知、徹底（現場にて再確認）
・車両系建設機械の危険防止について

	
	
	


【作成例３－２】安全管理組織

労働安全衛生法で定められた責任者に応じて、各々記載する。（参照：巻末参考資料）






【作成例３－３】安全管理活動

	名　　　称
	場　所
	参　加　予　定　者
	頻　　　度

	朝　　礼
	現 場
	現場作業従事者
	毎　　日

	安全巡視
	現 場
	安全巡視員
	毎　　日

	
	
	
	


【作成例３－４】危険物

	名　　　称
	適　用　法　規
	使用予定量

	導火線および雷管
	火薬類取締法
	○○㎏

	ダイナマイト
	〃
	○○㎏

	
	
	


さらに、危険物取り扱い方法について記載する。

【作成例３－５】有資格作業主任者を必要とする作業

	作業内容
	作業主任者名
	作業主任者の有する資格
	備　考

	地山掘削
	地山の掘削作業主任者

氏名〇〇〇〇
	技能講習修了者
	

	
	
	
	


【注】危険または有害な設備、作業については危険防止のため、作業場ごとに選任しなければならないとされている。（安衛令第６条、安衛則第１６条）

４　緊急時の体制および対応

大雨、強風等の異常気象、または地震、水質事故、工事事故などが発生した場合に対する組織体制および連絡系統を記載する。

　なお、建設工事事故対策マニュアル（福井県土木部）に基づき、急激な気象変化により、基本的な対策の実施では事故の危険性および被害の拡大が想定される建設現場（具体的な現場としては、雨水が流入する可能性がある下水道管渠内や小規模な河川など急激な増水のおそれがある工事や土石流の到達するおそれのある現場での工事などが考えられる。）では、現場特性や作業内容に応じた重点的な対策を講じる必要から以下の事項についても検討し記載するものとする。
１）利用する気象情報と入手方法

　　　　工事等を行う地域に最も有効な情報となる気象情報を定め、更新時間や頻度、メッシュの大きさ等を把握するとともに、インターネットや携帯電話、ファックスなど迅速な入手方法についても予め検討する。

　　また、工事箇所の過去に発生した災害履歴や現場特有の予兆を的確に把握することも重要である。

２）作業現場への情報伝達体制と避難手順

　　　　異常をいち早く捉えて、全作業員へ伝達することが重要であるため、監視員の選任と作業員へ定期的な情報伝達を行う。作業員は、外部からの情報連絡を待つだけでなく、努めて水位の変化等急激な気象変化の予兆に留意し、異常があれば速やかな情報伝達と適切な避難行動をとる。情報伝達に当たっては、視覚・聴覚などの複数の感覚に訴える伝達手段の活用により迅速かつ確実に行う。

また、現場から作業員が避難するルートおよび場所、避難時の情報伝達方法等を予め定めておく。さらに実際の現場において、避難訓練を実施し、緊急時対応の手順や情報伝達の確実性、避難時間等を実地検証する。

３）　中止・再開基準

　　　　受注者は、発注者と協議のうえ、作業中止基準を設定する。設定する項目としては、①注意報・警報等の気象情報、②降雨や雷、強風などの気象状況、③現場状況等がある。当該工事箇所の情報だけでなく、周辺情報を加味した設定が望ましい。中止基準は、現場および作業内容に応じたものを設定する。作業の再開に当たっては、再開基準として①中止基準に抵触しない、②施工条件が通常時と変わらない、③現場で十分な安全が確保された時点、とする。

【作成例４－１】災害対策組織

大雨、強風等の異常気象で、災害発生のおそれがある場合には、必要に応じて現場内のパトロールを行い警戒に当たる。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報の収集、連絡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巡回、復旧、応急処置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　材料調達、避難および誘導

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【注】必要に応じ、担当係を設定する。

【作成例４－２】連絡系統図

下記の箇所の、昼間および夜間連絡先について記載する。

　①発注者関係（事務所、主任監督員等）

　②受注者関係（本社・支社、現場代理人、監理技術者・主任技術者等）

　③関係機関（警察署、消防署、労働基準監督署、救急病院等）

　④その他（電力会社、ＮＴＴ、ガス会社等）

なお、緊急の場合に備え災害対策部長等の電話番号やＦＡＸ番号を記載する。


　

















　【注】TELは自宅・携帯番号
　【注】昼夜間および休日についても考慮する
５　その他

その他、下記のような記載が必要な事項について記載する。

1） 官公庁への手続き（警察、市町村）

2） 再生資源利用計画書、再生資源利用促進計画書（100万円以上の工事）
3） 公共工事に係るグリーン購入調達記録表等
4） 地元への周知
５）その他

安 全 委 員 会  








副安全委員長





氏　　　名








� eq \o\ad(統括安全衛生責任者,　　　　　　　　　　　)�


（安全委員長）





氏　　　名





統括安全衛生管理義務者


（労働安全衛生法第３０条第１項に規定する措置を講ずべき者）





請負人住所


氏　　　名





【注】発注者から特定元方事業者の指名が


あった場合に記載する。





火薬類消費管理者





火薬類出納管理者





自動車安全運行管理者








氏　名





氏　名





氏　名








安全管理者





衛生管理者





安全巡視員








氏　名





氏　名





氏　名








情報連絡係








○○○○係








対策係





庶務係





○○○○係








氏　名





氏　名








氏　名





氏　名





氏　名








災害対策部長








氏　名





TEL、FAX








主任監督員


TEL





○○事務所


TEL


FAX








警察署


TEL





上水道


TEL





監督員


TEL





下水道


TEL








消防署


TEL





作業所


TEL


FAX








電　気


TEL





労働基準監督署


TEL





NTT


TEL





主任・監理


技術者


TEL











現場代理人


TEL








ガス


TEL





救急病院


TEL








本社・支社　責任者


TEL


FAX
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